





















































































































































































































































































































































































































































































































る。Kato & Morishima [2002], また島西、森、梅
崎［2012］などである。
他方、小池［2012］によれば、戦前すでに









































































































































































































































































































































































































































































































表 2 － 1 をみる。1950 年以降「経営協議会」の
言葉は消えて、かわりに「常設的な労使協議機









その小計は、1949 年、53 年―57 年の期間、単















それが表 2 － 1 である。なお「常設的な労使協

















19％であった。その数値は 1950 年から 1960 年





















































に記した 6 つの事項のうち、多かった 4 項目の
割合が記載されていることにすぎない（おそら







小計 労働協約による 小計 労働協約による 総同盟 産別 総評
1947 年
単位組合数 42.4 10.2 14.5 
組合員数 13.3 20.1 
1948 年
単位組合数 44.2 10.1 13.3 
組合員数 13.3 18.7 
1949 年
単位組合数 36.5 25.5 10.2 11.9 
組合員数 49.4 35.1 13.7 15.3 
1950 年
単位組合数 22.3 14.3 10.2 4.8 
組合員数 30.2 18.9 14.5 5.0 
1951 年
単位組合数 30.3 16.0 4.6 0.7 29.4 
組合員数 40.7 23.4 5.5 0.8 51.4 
1952 年
単位組合数 32.8 18.0 3.3 0.7 36.0 
組合員数 3.8 0.8 54.2 
1953 年
単位組合数 45.4 35.8 20.8 16.4 3.0 0.3 42.7 
組合員数 4.1 0.2 56.0 
1954 年
単位組合数 （34.1） （25.1） （20.7） （15.7） 5.2 0 （22.9）
組合員数 9.9 0.1 50.2 
1955 年
単位組合数 34.8 29.1 23.7 18.5 5.9 18.8 
組合員数 53.1 43.4 39.0 31.5 10.1 50.0 
1956 年
単位組合数 39.6 34.0 23.7 18.2 （6.7） （18.9）
組合員数 55.3 46.8 30.0 10.2 49.1 
1957 年
単位組合数 38.3 33.5 21.4 15.0 （7.0） （17.7）
組合員数 53.2 46.5 29.2 11.6 51.1 
1958 年
単位組合数 46.2 34.1 15.5 6.2 41.1 
組合員数 54.5 48.9 28.7 11.5 51.1 
1959 年
単位組合数 36.8 33.2 15.3 6.4 43.3 
組合員数 53.3 48.0 29.7 11.7 51.3 
1960 年
単位組合数 37.6 33.9 15.3 6.8 43.1 
組合員数 61.7 49.4 28.6 12.3 49.3 
1963 年
単位組合数 27.3 19.3 10.5 39.9 
組合員数 44.9 35.6 14.5 45.0 
表 2－ 1　生産関連の労使協議制の広がり









































協議会」をもつ割合は、上の表 2 － 1 からほぼ
45％となる。そして、ざっとその半分弱が生産
関連事項をとりあげていた。つまり労働組合の







































































































年 3、4 月時点の労働省調査がある（「昭和 23
年資料労働運動史」pp.1061 － 64）。東京都下
43 工場のおそらくは訪問調査である。産別系

































































































































ていただきたい。1946、7 年には年間ほぼ 5 倍
の上昇率をしめす。品目によって異なろうが、






















日新聞のコラムの文章（1946 年 2 月 8 日付）
をいう。しかもそれが英訳され米占領軍の労働
担当者に影響をあたえた、と竹前は記す（竹前



































































たとえば、1950 年代後半から 60 年代日本の
消費者物価 ｢闇物価｣東京 家計調査 一橋長期統計 卸売価格
倍率 倍率 倍率 消費者物価指数 倍率
都市　倍率
1945 年平均 1
1946 年平均 1 4.83 1
1946 年 8 月 1
同 12 月 1.45
1947 年 1 月 1 1 1
同 12 月 2.49 2.20 3.41 5.12
同年平均 2.16 1
1948 年 1 月 1 1 1 1
同 12 月 1.62 1.29 2.31 2.20
同年平均 1 1.73










































































































































ま前者の 46 年の「業務管理」年計の 170 件、







































































合計 　　　｢その他 ｣（｢業務管理 ｣を含む）
件数 行為参加人員（1） 件数 行為参加人員（2） （2）/（1）%
1945 94 38,931 - -
1946 810 634,983 170 140,569 22.1
1947 683 295,321 93 24,039   8.1
1948 913 260,483 54 6,458   2.5
1949 651 1,239,546 25 8,322   0.7
1950 763 1,026,841 28 6,446   0.6
1951 670 1,386,434 0 0   0.0
1952 725 1,839,036 2 467   0.0
1953 762 1,743,229 4 271
1954 780 1,546,619 6 869
1955 809 1,980,652 1 29
1960 1,707 2,334,646 2 154
1965 2,359 2,479,093 0 0
1970 3,783 2,357,230 1 7
1975 7,574 4,613,962 1 94
1980 3,737 1,768,010 5 229
1985 4,230 1,355,241 4 338

































史」である。敗戦後、1945、6 年を第 1 巻として、
以後各年を 1 冊にまとめた大部な書籍（B5 版










































































年のそれぞれ 1 例だけである。記述は 2、3 ペー
ジから 10 ページ余にわたる。案外に短いとお





































































1946 年 2 月 27 日、工場閉鎖、残務整理員とし
て 108 名をのこす、他は解雇との会社の発表が















あらたにブルーカラー 21 名を採用、3 名の「稼
働不良」者を解雇、13 名の復員従業員を復職
させた。アンモニア、メタノールあわせて日産













































合成新潟工場よりはるかに短く、1946 年 1 月































































































































やはり 3 か月半つづいた。1946 年 7 月 17 日か








































し、1947 年 11 月 4 日生産管理を宣言した。両
派の争い、衝突がはげしく、都労委への提訴、
また会社側の東京地裁への仮処分申請があり、
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